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Ⅰ．　総合医（総合診療医）の必要性

　地域医療の充実には総合的な診療スキルをもつ総
合医（ジェネラリスト）の育成が不可欠である。ま
た，今後超高齢化社会を迎える我が国は，複数の疾
患を有する高齢者の人口が増加することから，総合
医（専門医制度における呼称として「総合診療医」
が確定している）のニーズがより高くなることが予
想される。広島県地域保健医療推進機構 医師確保対
策専門委員会が県内の各臨床研修病院を対象として
平成 24 年度に実施したアンケートにおいても，総合
診療科がすでにあると答えた臨床研修病院は 25 病院
中 10病院，残りの 15病院中 12病院が総合診療科開
設を希望しながら適切な人材がいないために開設で
きないと回答している。臨床研修病院として総合医
育成を求める声が多く見られた。
　これらのことから，より幅広い疾患に対応できる
医師の育成は不可欠であり，卒後 3～5年目の医師の
ニーズにも対応する，総合医でも専門医でも目指せ
るような，柔軟な大学医局での人事交流制度や研修
プログラムの作成が有益と考えられる。
　一方，各圏域の夜間時間外診療所において診療支
援に従事する診療科はさまざまであり，各専門領域
でのキャリアを踏まえて総合診療医として幅広い夜
間時間外診療に貢献しておられる事実も見逃せない
本県の地域医療の実状である。
　総合医，総合診療医，家庭医などの名称，役割に
ついても，なお議論はあるものの前述のようにほぼ
『総合診療医』で収束しているのが現状である。た
だ，標榜称名については引き続き議論されている。

Ⅱ．　新たな内科専門医制度について

　現在，厚生労働省において，新たな総合内科専門
医の資格制度の導入が検討されており，すべての内
科で診療を経験しなければ，総合内科専門医の資格

を取得できない制度となる見込みである。この認定
制度は平成 28 年頃の導入が検討されており，その時
期に合わせ，内科を志す医師のキャリア形成の仕組
みを見直す必要がある。
　また日本プライマリ・ケア連合学会ならびに日本
病院総合診療医学会からは，病院総合医育成のため
の病院総合医育成プログラムが提示されている。一
方，日本内科学会でも専門医制度の充実に向けた対
応が進んでいるが，サブスペシャリティの 13 学会と
の相互的な立案が未完了で現在協議が進行中である。

Ⅲ．　取組みの方法

　内科医師キャリア形成の例として，卒後 3～5年目
までの内科を希望する医師については，広島大学を
中心とした大病院と中山間地域の病院をローテー
ションして，すべての内科診療科を経験できる，総
合内科専門医認定コース（内科後期研修プログラム）
のような仕組みを構築できれば，幅広い疾患に対応
できる医師の育成に資するだけではなく，中山間地
域の内科医や当直医不足の問題も解決できる可能性
が高いと考えられる。また，これらは，今後卒業し
てくる「ふるさと枠」が地域で必要とされる「総合
的な診療能力」を身につける方法の一つとしても有
効に働くものと考えられる。
　広島大学では，臨床研修制度開始前の平成 15 年度
まで，医学部卒業後の内科を希望する医師について，
特定の医局に入局せずにすべての内科での診療を経
験する仕組み，いわゆる「内科ローテーション」を
採用していたことにより，幅広い疾患に対応できる
数多くの内科医を輩出してきた。
　そこで，この取組を，「内科ローテーション」ある
いは，医局の枠組みを超えた，オール広島大学の形
で実施することができれば，早期に専門性を求めて
いない若手医師や，専門の選択について熟慮したい
と考えている若手医師にも賛同が得られやすいと考

地域医療を支える総合医育成の環境整備検討特別委員会

（平成 24 年度）

地域医療を支える総合医育成の環境整備検討特別委員会報告書

広島県地域保健対策協議会 地域医療を支える総合医育成の環境整備検討特別委員会

委 員 長　田妻　　進

（　　）127



えられる。
　また，こうした取組みは，県外の医学生や初期臨
床研修医などへの魅力的な提案となり，広島県の若
手医師の増加に資する可能性が高い。
　医師不足・診療科偏在といっても，各圏域で実情
は大きく異なる。500 床以上の総合病院・大学病
院・地区医師会・中小病院それぞれの視点で医師不
足を解き明かしていく必要性がある。と同時に 2025
年までに病院を機能分化して再編するという国の方
針に合致した地域実情調査・課題の抽出・具体的方
策を練らなければならない。圏域毎の意見の不一
致・視点の相違を完全に咀嚼した案を作ることに拘

泥する時間的余裕もないことを認識する必要がある。

Ⅳ．　取組みの実現に向けて

　この取組みを実現するためには，広島大学の各内
科の医局および県内の基幹病院の連携や協力が必要
である。平成 25 年度広島県地域保健対策協議会にお
いて，本委員会は「医師不足・診療科偏在解消専門
委員会」に集約する形で新たに活動をスタートする。
広島大学，県内の各臨床研修病院，広島県地域保健
医療推進機構といった各関係機関と協力・調整を行
いながら，総合医の育成・充実に向けたロードマッ
プを描きたい。
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